
令和５年度予算案
（PR資料）

中国経済産業局
カーボンニュートラル推進室



事業目的

事業概要

産業技術環境局環境政策課

カーボンニュートラルプロジェクト推進室グリーンイノベーション基金事業

令和５年度予算案額 4,564 億円 ( 新規 ）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

　※委託か補助かについて、又、補助率については、産業構造審議会グリーンイノベーションプロジェクト部会の

下に設置された分野別ワーキンググループの審議を踏まえて、プロジェクトごとに設定

2050年カーボンニュートラルに向けて、その実現に不可欠な革新的技術の開発と

社会実装を一層加速させることにより、日本企業の価値を創造する力を強化すると

同時に、温室効果ガス排出の大部分を占めるエネルギー転換部門や、製造業等の

産業部門の構造転換を図ります。

　2050年カーボンニュートラルに向けて、政策効果が大きく、長期間の継続支援が

必要な領域において、政府として意欲的な2030年目標を設定した上で、これに経

営課題として取り組む企業等に対して、最大10年間、研究開発・実証から社会実

装までを継続して支援します。

　GXの推進を背景に、エネルギーの脱炭素化・産業の構造転換等を目指し、産業

競争力強化・経済成長及び温室効果ガス排出削減に資する取組が進められてい

ることから、例えば、水素還元製鉄のような、既存プロジェクトへの取組の追加・拡充

や新規プロジェクトの組成を通じた、革新的技術の社会実装の加速に取り組んでい

きます。

成果目標

グリーンイノベーション基金による支援の拡充により、政府資金を呼び水として、民間企業

等の研究開発・設備投資の前倒しや拡充を引き出すことが見込まれます。また、世界で

3,500兆円規模のESG資金を国内の事業に呼び込み、経済と環境の好循環を実現しま

す。

委託/補助(2/3、1/2、1/3 等)※

国立研究開発法人新

エネルギー・産業技術

総合開発機構

民間企業等国

補助
(基金造成

（積増）)



事業目的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

①国際水素サプライチェーン（液化水素運搬船による海上輸送技術等）、②

国内水素サプライチェーン（水素導管による陸送技術等）、③水素ステーション

（水素充填技術等）、④共通基盤（水素に適した鋼材等）の４つの分野に

おいて、以下の取組を行います。

（１）水素関連技術の高度化等につながる研究開発等

　　水素関連設備の大型化やコスト削減、新たな水素需要の広がりに対応した

水素供給インフラの整備などを支援します。

（２）規制適正化・国際標準化のために必要な研究開発等

　　規制改革実施計画等に基づき、研究開発が必要な項目について、安全性を

前提としつつ、規制の合理化・適正化を行います。また、水素技術に関連した研

究開発事業と連携し、ISO規格等の提案に結びつける検討を進めるとともに、国

際標準化に必要なデータ取得を行います。

安定的で安価な水素の供給基盤を確立するため、水素を製造・貯蔵・輸送・利

用するための設備や機器、システム等（タンク、充填ホース、計量システム等）の

更なる高度化・低廉化・多様化につながる研究開発等を支援するとともに、規制

改革実施計画等に基づき、一連の水素サプライチェーンにおける規制の整備や合

理化、国際標準化のために必要な研究開発等を行うことを目的とします。

成果目標

令和5年度から令和9年度までの5年間の事業であり、最終的には、①グリーンイノベー

ション基金事業（大規模水素サプライチェーンの構築）の更なる高度化・多様化を実

現すること、②令和7年頃に水素ステーションの整備費を2億円、運営費を1500万円

まで低減すること、また、③令和９年度までに規制改革実施計画等に基づいた規制見

直しを84件措置することを目指します。

）

資源エネルギー庁省エネルギー・

新エネルギー部

新エネルギーシステム課

水素・燃料電池戦略室
令和５年度予算案額

競争的な水素サプライチェーン構築に向けた技術開発事業

新規80 億円 (

液化水素運搬船による

海上輸送技術等の研究開発

FH2Rを基盤とした

水素に関する実証研究促進

国 民間企業等

交付金 （１）補助（1/2以内）、（２）委託

国立研究開発法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構（NEDO）

出典：東芝エネルギーシステムズ（株）



事業目的

事業概要

60

資源エネルギー庁省エネルギー・

新エネルギー部

新エネルギーシステム課

水素・燃料電池戦略室

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

運輸や港湾、コンビナート、工場等において様々な①水素製造源、②輸送・貯

蔵手段、③水素の利活用先等を組み合わせたモデルを構築するための水素利

活用技術の開発・実証を行い、水素製造の低コスト化や効率的な水素サプライ

チェーンを構築するとともに、基盤となる技術を確立することで、将来的な水電解

技術の商用化や水素の社会実装に向けた展望を開きます。

長期の水素需要に不確実性が伴うなどし、大規模なインフラ投資に踏み出しにく

い中でも水素供給を拡大するため、既存インフラを最大限活用しながら供給拡

大が可能で、需要と供給が隣接する地域等において、先んじて水素の社会実装

を進め、効率良くコストの削減や知見の蓄積を図ります。そのため、再生可能エネ

ルギーから製造した水素等を活用することで、水素の製造、貯蔵・輸送、利用ま

で一気通貫したサプライチェーンを構築し、水素社会の先駆けとなるモデルを形成

することを目的とします。

•コンビナートや工場、港湾等において、発電、熱利用、運輸、産業プロセス等で大規

模に水素を利活用するための技術実証を実施。

成果目標

令和3年度から7年度までの5年間の事業であり、水素の社会実装モデルの構築を行

い、グリーン成長戦略で設定された令和12年に水素導入量を最大300万トン/年の

達成を目指します。

産業活動等の抜本的な脱炭素化に向けた水素社会モデル構築実証

事業

令和５年度予算案額 億円 ( 73 億円 ）

民間企業等
交付

補助
（2/3以内）

国

国立研究開発法人

新エネルギー・産業

技術総合開発機構

（NEDO）



事業目的

事業概要
（１）SAF生産技術開発：３つの技術開発を進め、SAFの製造技術を確立

します。

①HEFA技術（微細藻類培養技術を含む）：カーボンリサイクル技術を活用し

た微細藻類の大量培養技術とともに、抽出した油分(藻油)や廃食油等を高圧

下で水素化分解してSAFを製造します。

②ATJ技術：触媒技術を利用してアルコールからSAFを製造します。

③ガス化・FT合成技術：木材等をH2とCOに気化し、ガスと触媒を反応させて

SAFを製造します。

（２）燃料アンモニア生産・利用技術開発：２つの技術開発を進め、燃料とし

て利用するアンモニアの裾野拡大、低コストでの安定供給を目指します。

①工業炉：燃料アンモニアを工業炉で利用するため、試験炉を設計・製造し、

実用化に向けて燃焼時の課題を解決します。

②ブルーアンモニア製造技術：天然ガス由来のアンモニア製造工程にCO2回収

設備等を設置し、エネルギー効率が高くクリーンなアンモニアを製造します。

（１）SAF生産技術開発

2030年頃の商用化を見据え、2024年度末までに一貫製造プロセスを３件確立する

ことを目指します。

（２）燃料アンモニア生産・利用技術開発

燃料アンモニアの利用・製造システムを確立し、2025年度を目途に、工業炉における

商用プロジェクトの立ち上げや、天然ガス由来のアンモニア製造工程における省エネル

ギー化やCO2削減に資する製造技術の確立を目指します。

2050年カーボンニュートラルへの移行を実現するためには、エネルギー部門の取

組が重要となり、化石燃料由来のCO2排出削減に向けた取組が必要不可欠で

す。特に、航空分野については、国際民間航空機関（ICAO）において、国際

航空分野のCO2排出量を増加させないという目標が設定されており、CO2排出

削減に寄与する「持続可能な航空燃料（以下「SAF」）」の技術開発を加速さ

せる必要があります。また、アンモニアは燃焼させてもCO2を排出せず、カーボン

ニュートラルに向けて有望な燃料であり、燃料として利用すること等に係る技術開

発に取り組み、化石燃料由来のCO2排出削減をさらに推し進めることを目的とし

ます。

成果目標

資源エネルギー庁資源・燃料部石油・天然ガス課

資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課

資源エネルギー庁資源・燃料部政策課
化石燃料のゼロ・エミッション化に向けた持続可能な航空燃料

(SAF)・燃料アンモニア生産・利用技術開発事業

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

令和５年度予算案額 億円 ( 71 億円 ）71

国立研究開発法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構

（NEDO）

民間企業
交付金

(1)委託、補助（1/2、2/3）

国

(2)委託、補助（1/2）



事業目的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

供給途絶が国民の生存や国民生活・経済活動に甚大な影響を及ぼす重要な物

資に関し、脱炭素化等の社会課題の解決の実現に資するものも含め、民間事業

者等に対する支援を通じて安定供給確保を図る。

供給途絶が国民の生存や国民生活・経済活動に甚大な影響を及ぼす、半導体、

クラウド、蓄電池、永久磁石、工作機械・産業用ロボット、航空機部素材、重要鉱

物、LNGといった重要な物資に関し、脱炭素化等の社会課題の解決の実現に資す

るものも含め、それぞれの特性に応じた、生産基盤の整備、供給源の多様化、備

蓄、生産技術の導入・開発・改良、代替物資の開発等の安定供給確保を図るた

めの取組に対し、必要な支援を行う。

成果目標

供給途絶が国民の生存や国民生活・経済活動に甚大な影響を及ぼす重要な物資の安

定供給確保を通じて、経済構造の自律性の確保等を図るとともに、脱炭素化等の社会

課題の解決の実現にも繋げる。

令和４年度補正予算額 9,582 億円

経済環境変化に応じた重要物資サプライチェーン強靭化支援事業
　大臣官房　経済安全保障室

　製造産業局

　　 金属課、素材産業課、産業機械課、ロボット政策室、自動車課、

　　 航空機武器宇宙産業課

　商務情報政策局

　 　情報産業課、ソフトウェア・情報サービス戦略室、電池産業室

　資源エネルギー庁　資源・燃料部　石油・天然ガス課、鉱物資源課

補助
（1/3,1/2等）

民間団体等
民間企業等国

補助
（基金造成）

32



事業目的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金

令和５年度予算案額

（１）先進事業

高い技術力や省エネ性能を有しており、今後、導入ポテンシャルの拡大等が見込

める先進的な省エネ設備等の導入を行う省エネ投資について、重点的に支援を

行います。

（２）オーダーメイド型事業

個別設計が必要な特注設備等の導入を含む設備更新やプロセス改修等を行う

省エネ取組に対して支援を行います。

（３）エネマネ事業

エネマネ事業者と共同で作成した計画に基づくEMS制御や高効率設備の導

入、運用改善を行うより効率的・効果的な省エネ取組について支援を行います。

工場・事業場において実施されるエネルギー消費効率の高い設備への更新等を

以下事業概要の取組を通じて支援します。なお、当該支援に必要な一部業務

のサポート事業を実施します。
（１)補助率：中小企業10/10,大企業 3/4、上限額：15億円

（２)補助率：中小企業10/10, 大企業 3/4

　　　　※投資回収年数７年未満の事業は、

　　　　　 中小企業者等で1/3以内、大企業・その他で1/4以内

　　　　上限額：15億円

（３)補助率：中小企業1/2, 大企業 1/3、上限額：1億円

成果目標

令和12年度(2030年度)におけるエネルギー需給の見通しにおける産業部門・業務

部門の省エネ対策（2,700万kl程度）中、本事業を含む省エネ設備投資の更なる

促進により、原油換算で2,155万klの削減に寄与します。

）

資源エネルギー庁省エネルギー・

新エネルギー部省エネルギー課

261 億円 ( 253 億円

国 民間企業等 事業者等

補助(定額)

補助

(10/10、3/4、1/2,1/3,1/4) 



事業目的

事業概要

(

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

資源エネルギー庁省エネルギー・

新エネルギー部省エネルギー課

8.0 億円 ）

中小企業等に対するエネルギー利用最適化推進事業費補助金

令和５年度予算案額 8.0 億円

（１）エネルギー利用最適化診断事業・情報提供事業

中小企業等の工場・ビル等のエネルギー管理状況の診断、AI・IoT等を活用し

た運用改善や再エネ導入等提案に係る経費の一部を国が支援します。また、診

断事例の横展開、関連セミナーへの講師派遣も実施します。

（２）地域のエネルギー利用最適化取組支援事業

省エネのみならず再エネ導入等も含むエネルギー利用最適化に向け、中小企業

等が相談可能なプラットフォームを地域毎に構築するとともに、相談に係る相談窓

口や支援施策などをポータルサイトに公開します。

中小企業や年間エネルギー使用量が原油換算で1,500kl未満の事業者等を

対象とした工場・ビル等のエネルギー利用最適化診断やエネルギー利用最適化

に係る相談窓口である地域プラットフォームの構築など、中小企業等のエネルギー

利用最適化を推進することを目的とします。

成果目標

令和３年度から令和７年度までの５年間の事業であり、最終的には令和12年度

（2030年度）の省エネ効果239万klを目指します。

国

（１）エネルギー利用最適化診断事業・情報提供事業

（２）地域のエネルギー利用最適化取組支援事業

国

補助

（定額）

補助

（定額）

民間企業等

民間企業等
民間団体等

（地域プラット

フォーム）

補助

（定額）

診断・情報提供等

補助（9/10）

民間企業等

事業者

省エネ取組

支援補助

（9/10）



事業目的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

資源エネルギー庁省エネルギー・

新エネルギー部省エネルギー課

13

省エネルギー設備投資に係る利子補給金助成事業費補助金

）億円12(令和５年度予算案額 億円

省エネ設備の新規導入や、省エネ取組のモデルケースとなり得る事業等に対して

支援を行い、資金調達が障壁になり二の足を踏んでいる事業者の省エネ投資を

促進します。

具体的には、新設事業所における省エネ設備の新設や、既設事業所における省

エネ設備の新設・増設に加え、物流拠点の集約化に係る設備導入、更にはエネ

ルギーマネジメントシステム導入等によるソフト面での省エネ取組に際し、指定金

融機関（民間金融機関等）から融資を受ける事業者に対して利子補給を行

います。

産業・業務部門において、省エネルギーに資する機器等導入事業への投資に対

する融資を、利子補給となる補助金を交付することにより低利にすることで、各部

門における省エネルギー投資を促進し、2030年度におけるエネルギー需給の見

通しにおいて見込む省エネ量の実現に寄与することを目的とします。

成果目標

平成24年度から令和７年度までの事業であり、令和12年度（2030年度）までに

本事業を含む省エネ設備投資の更なる促進により、原油換算で2,155万klの削減を

目指します。

国 民間団体等
補助

①金融機関等の指定

②定額（利子補給金1.0%以内）

民間金融機関等民間事業者等

貸付

返済



事業目的

事業概要

資源エネルギー庁資源・燃料部

石油精製備蓄課次世代燃料安定供給のためのトランジション促進事業

66

足下の国民生活・経済活動に不可欠なエネルギー源である化石燃料の安定供

給環境を確保しつつ、カーボンニュートラル社会において国民生活・経済活動を

支えていくこととなる次世代燃料の安定供給に向けた技術開発や環境整備等の

健全なトランジションを官民連携で推進します。

（１）次世代燃料の安定供給促進事業

バイオ燃料・合成燃料等の次世代燃料（非化石）の製造・安定供給を確保し

ていくための環境整備等を支援します。

（２）化石燃料供給事業再構築支援事業

化石燃料等製造から非燃料等製造への転換及び化石燃料等製造プロセスの

脱炭素化等への転換を支援します。

（３）化石燃料等供給体制の強靱化支援事業

地域への化石燃料安定供給上重要な油槽所等における大雨・高潮対策の支

援をします。

カーボンニュートラルの実現に向け、2030年を転換期としてエネルギー源を化石

燃料である石油から非化石燃料に急速にシフトさせる必要があります。本事業で

は、燃料政策の転換によって次世代燃料の安定供給体制の構築を目指す中

で、化石燃料供給から次世代燃料への健全なトランジションを促すために、石油

精製事業者の事業転換（非燃料製造事業への転換による化石燃料供給の縮

小と次世代燃料供給のための設備投資等）を推進するとともに、化石燃料供

給施設のレジリエンス（自然災害等への対応）を着実にすることを目的としま

す。

成果目標

カーボンニュートラルの実現に向け、次世代燃料の安定供給促進等に必要な設備投

資や技術実証の支援、研究開発の推進を通じて化石燃料から次世代燃料供給への

トランジションを促します。

また、化石燃料等製造プロセスにおける脱炭素化等の支援や非燃料製造への事業転

換支援、油槽所等における大雨等への強靱化対策を通じて、化石燃料供給の低減

を促すとともに足下の石油の安定供給を図ります。

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

令和５年度予算案額 億円 ( 75 億円 ）

補助（1/3、1/2、2/3）

民間団体等 民間企業

補助（定額）

国

（１）次世代燃料の安定供給促進事業

国立研究開発法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構（NEDO）

交付金

民間企業等

委託

（２）化石燃料供給事業再構築支援事業

民間団体等 民間企業

補助（定額）
補助（2/3）

国

補助（1/3、2/3）

民間団体等 民間企業

補助（定額） 補助（1/3）

国

（３）化石燃料等供給体制の強靱化支援事業



事業目的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、環境性能に優れたクリーンエネルギー

自動車の普及が重要です。車両の普及と表裏一体にある充電・水素充てんインフ

ラの整備を全国各地で進めることを目的とします。さらには、災害による停電等の発

生時において、電動車は非常用電源として活用可能であり、電動車から電気を取り

出すための外部給電機能を有するV2H充放電設備や外部給電器の導入を支援

します。

（１）充電インフラ整備事業等

電気自動車やプラグインハイブリッド自動車の充電設備の購入費及び工事費や、

V2H充放電設備の購入費及び工事費、外部給電器の購入費を補助します。

（２）水素充てんインフラ整備事業

燃料電池自動車等の普及に不可欠な水素ステーションの整備費及び運営費を補

助します。

成果目標

車両の普及に必要不可欠なインフラとして、充電インフラを2030年までに15万基、水素

充てんインフラを2030年までに1,000基程度整備します。

クリーンエネルギー自動車の普及促進に向けた充電・充てんインフラ等導

入促進補助金

令和５年度予算案額 100 億円

製造産業局自動車課

資源エネルギー庁

省エネルギー・新エネルギー部

新エネルギーシステム課
（ 新規 ）

（１）充電インフラ整備事業等

民間企業等

補助（定額） 補助（定額,1/2等）

民間団体等国

水素ステーション普通充電器
（スタンド型）

普通充電器
（コンセント型）

急速充電器 V2H充放電設備
※補助対象例

（２）水素充てんインフラ整備事業

民間団体等国

補助（定額） 補助（2/3,1/2）

民間企業等



事業目的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

運輸部門は我が国の二酸化炭素排出量の約２割を占めております。自動車分野

は運輸部門の中でも約９割を占めており、2050年カーボンニュートラルの実現に向

けては、環境性能に優れたクリーンエネルギー自動車の普及が重要です。また、国内

市場における電動車の普及をてこにしながら、自動車産業の競争力強化により海

外市場を獲得をしていくことも重要です。電気自動車等の導入費用を支援すること

で、産業競争力強化と二酸化炭素排出削減を図ることを目的とします。            

                      

導入初期段階にある電気自動車や燃料電池自動車等について、購入費用の一

部補助を通じて初期需要の創出や量産効果による価格低減を促進するとともに、

需要の拡大を見越した企業の生産設備投資・研究開発投資を促進します。

成果目標

「グリーン成長戦略」等における、2035年までに乗用車新車販売で電動車100%とする

目標の実現に向け、クリーンエネルギー自動車の普及を促進します。

クリーンエネルギー自動車導入促進補助金 製造産業局自動車課

令和５年度予算案額 200 億円 （ 新規 ）

購入者等

補助（定額,2/3等）補助（定額）

国

電気自動車
（ＥV）

燃料電池自動車
（FCV）

プラグインハイブリッド自動車
（PHV）

電動二輪

民間団体等

※補助対象例

軽電気自動車
（軽ＥV）



事業目的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

電気自動車用革新型蓄電池技術開発

令和５年度予算案額 ）

製造産業局自動車課

商務情報政策局電池産業室

24 億円 ( 25 億円

※大学集中拠点(3大学)、材料メーカー・蓄電池メーカー・自動車メーカー(8企業)、

国研・研究機関・大学等のサテライト(14機関)による産学連携・企業間連携

成果目標

今後市場の拡大が予想され、かつ我が国に優位性のある次世代自動車用蓄電

池を早期に実用化し、自動車や材料等のサプライチェーンでの大きな付加価値を

獲得するとともに、電気自動車の普及による大幅な省エネ化を目指します。

航続距離延長やMaaS対応等、自動車のエネルギー消費量が増大する中、現

行液系LIBではエネルギー密度向上の限界や資源制約が課題となっています。

本事業では、産学連携・企業間連携の研究開発体制を構築し、コスト・性能の

両面でLIBを凌駕する革新型蓄電池の実用化を目指します。具体的には、安

価で供給リスクの少ない材料を使用し、高エネルギー密度化と安全性の両立を

実現可能なハロゲン化物電池と亜鉛負極電池を開発します。
令和3年から令和7年までの5年間の事業であり、コスト1万円/kWh以下、寿命15年

以上のEVバッテリーパックの実用化に資する革新型蓄電池の材料開発～電池設計・

試作～特性評価・解析に関する共通基盤技術を確立します。フッ化物電池において

は、2Ah級の実セルを試作し、1,000Wh/Ｌの蓄電池を実現、亜鉛負極電池におい

ては、5Ah級の実セルを試作し、500Wh/Ｌの蓄電池を実現します。

ハロゲン化物電池亜鉛負極電池
※

交付金
補助

（1/2、2/3）国立研究開発法人

新エネルギー・産業技術

総合開発機構(NEDO)

民間企業等国



事業目的

事業概要

カーボンニュートラルに向けた自動車部品サプライヤー事業転換支援事業 製造産業局自動車課

自動車産業集積地域をはじめ全国に設置する支援拠点に相談窓口を開設し、

経営課題分析、事業転換に向けた戦略策定、技術開発、販路開拓・マッチン

グ、設備投資など、中堅・中小サプライヤーが「攻めの業態転換・事業再構築」を

進めるにあたって抱える経営課題を分析します。

それぞれの経営課題を踏まえ、実地研修による人材育成やセミナー等を通じた啓

発活動、課題を解決できる適切な専門家の派遣など、サプライヤーの状況に応じ

た適切な支援につなげます。
成果目標

令和８年度までに、1,000社のサプライヤーが、本事業の支援を活用して事業転換の

ステージを進めることで、電動化に伴う事業転換、自動車サプライチェーン全体でのカー

ボンニュートラル対応を進めます。

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

経済財政運営と改革の基本方針2022（令和4年6月）、新しい資本主義の

グランドデザイン及び実行計画（令和4年6月）やグリーン成長戦略（令和3年

6月）等に掲げた、自動車のライフサイクル全体でのカーボンニュートラル化、

2035年までに乗用車新車販売で電動車100％を目指すという政策目標実現

のため、大きな影響を受ける中堅・中小サプライヤーの事業再構築を支援しま

す。

億円 ）令和５年度予算案額 6.0 億円 ( 4.1

地域支援拠点等

サプライヤー

(中小企業等)

委託 相談受付・実地研修等

国

専門家派遣依頼

民間企業等

委託

専門家

専門家

派遣依頼

派遣依頼 支援



事業目的

事業概要

）

（１）令和17年度時点でCO2排出量を最大で更に226万トン削減することを目指しま

す。また、令和17年時点での当該分野におけるグローバル装置シェア50%、市場規模

9000億円の獲得を目指します。

（２）事業終了時点で低コスト、小設置面積でレアアースの回収プロセスの国産化が可

能となる技術の実現を目指します。

（３）令和22年度にはCO2排出量を968万トン/年、令和32年度には1,914万トン/

年削減することを目指します。

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

資源自律経済システム開発促進事業

（１）高度循環型システム基盤構築

①自動解体ロボット・選別システム開発、②選別物性分析・循環性情報及び資源

循環設計開発、③オンサイト選別制御・回収最適化開発、④遠隔操業最適化・

動静脈ネットワーク開発を行い、廃家電からの高度な資源循環を実現します。

（２）サプライチェーン強靱化に資する未利用レアアース分離精製技術開発

未利用資源等からの高効率レアアース分離技術開発を行い、レアメタルのサプライ

チェーン強靱化を目指します。

（３）アルミニウム素材高度資源循環システム構築

①不純物の軽減（地金製造時において、不純物除去技術を高度化する技

術）、②不純物の無害化（素材製造時での不純物を含有するアルミニウムの品

質を向上する）に関する技術開発を行い、アルミニウムの高度な循環利用を実現し

ます。

排出・回収された廃製品に含まれる金属やプラスチック等の各種素材を、デジタル技

術も活用しながら最大限利用可能とする基盤技術開発を実施します。具体的に

は、廃家電から貴金属、レアメタル、ベースメタル、プラスチック等の資源を余すことな

く資源循環する基盤技術、今後需要が急増することが想定される磁性材料に係る

省資源化及び精錬に係る技術並びにアルミスクラップを自動車の車体等にも使用

可能な素材（展伸材）へとアップグレードする基盤技術に係る研究開発を実施し

ます。これらにより、将来、資源小国である我が国において、あらゆる廃製品から資

源を再生する高度な資源自律経済システムの開発を促進し、資源の自律性を確

保した社会を目指します。

成果目標

令和５年度予算案額 12 億円 ( 新規

産業技術環境局資源循環経済課

商務情報政策局情報産業課

製造産業局金属課金属技術室

資源エネルギー庁資源・燃料部鉱物資源課

交付金

(１)及び(２)：委託、(３)：補助（1/2）

国立研究開発法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構

(NEDO)

大学、研究開発機関、

民間企業等
国

事業イメージ



事業目的

事業概要

プラスチック有効利用高度化事業
産業技術環境局

資源循環経済課

（１）リサイクル高度化促進技術開発基盤構築：様々な廃プラスチックを汚れ

や複合品などの品質に応じて最適に循環させ、省エネルギー・CO2排出抑制を

実現するための、高度選別・高物性材料再生・基礎化学品化・高効率エネル

ギー循環などの基盤技術を開発します。

（２）海洋生分解性プラスチック技術開発基盤構築：海洋生分解性プラス

チックについて、海洋での生分解機構の解明を通し、技術・安全性の評価手法

確立と国際標準化を行うことに加え、革新的な技術・新素材の開発を行い、知

見・ノウハウの蓄積・提供等 を通して技術開発基盤を構築します。

資源リサイクルにおける温室効果ガス排出量、消費エネルギー量を削減するた

め、回収されたプラスチックについて高度なリサイクルを促進する技術基盤構築を

通してプラスチックごみの資源効率や資源価値を高めると共に、海洋生分解性プ

ラスチックの市場拡大のため、海洋生分解性プラスチック導入・普及を促進するこ

とを目的とします。

成果目標

令和2年度から6年度までの事業であり、令和12年までに714万CO2トン/年の削減

を目指すと共に、2020年代初頭には海洋生分解性プラスチックに係るISO提案に向

けた評価手法の確立を目指します。

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

令和５年度予算案額 14 億円 ( 12 億円 ）

交付金

委託・
補助(1/2)

大学、研究開発

機関、民間企業
国

国立研究開発法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構

(NEDO)



事業目的

事業概要

先進的なCCS事業について、分離・回収、輸送・貯留というCCSバリューチェーン

全体の建設段階及び操業段階を全面的に支援します。具体的には、令和5年

度から段階的に以下の事業を行います。

（１）CCSの適地調査支援（令和6年度まで実施予定）

（２）CCSの試掘支援（令和8年度まで実施予定）

（３）CCSバリューチェーン全体の開発・建設支援（令和8年度から令和12年

度まで実施予定）

（４）CCSバリューチェーン全体の操業支援（令和12年度から実施予定）

昨年10月に閣議決定されたエネルギー基本計画において、2050年カーボン

ニュートラル目標や2030年46％削減目標の実現に向けて、脱炭素化できず

CO2の排出が避けられない分野を中心として、CCS（二酸化炭素回収・貯

留）はカーボンリサイクル（CCU）とともに最大限活用する必要があると位置づ

けられており、我が国の脱炭素化と産業政策やエネルギー政策を両立するための

「鍵」となる重要なオプションの一つとなっています。本事業は、令和12年（2030

年）までのCCS事業開始に向けた事業環境整備を目的とします。

成果目標

令和6年（2024年）までに先進的なCCS事業を選定し、令和12年（2030年）

までのCCS事業開始を目指します。

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

先進的CCS支援事業
資源エネルギー庁資源・燃料部

石油・天然ガス課

）新規令和５年度予算案額 35 億円 (

国

交付金

CCS

<CCS事業イメージの一例＞

独立行政法人エネルギー・金属

鉱物資源機構（JOGMEC）

委託

民間企業



事業目的

事業概要

）新規

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

資源エネルギー庁省エネルギー・

新エネルギー部

新エネルギーシステム課

系統用蓄電池等の導入及び配電網合理化等を通じた再生可能エネ

ルギー導入加速化事業

令和５年度予算案額 40 億円 (

（１）系統用蓄電池等の導入支援

再生可能エネルギー導入の加速化に向け、調整力等として活用可能な系統用

蓄電池や水電解装置等設備、配電事業等に利活用できる蓄電池やエネルギー

マネジメントシステムなどの導入に係る費用を補助します。

（２）計画策定・実証支援

配電事業へ参入検討を行う事業者に対し必要な検討に係る費用の補助を行い

ます。また、再生可能エネルギーをより多く電力系統に接続するにあたり、系統増

強等の代わりに大型蓄電池や水電解装置を導入するといった実証についても係

る費用を補助します。

（３）地域共生型再生可能エネルギー顕彰事業

地域に根差し信頼される再生可能エネルギーの拡大を目的に、地域共生に取り

組む優良事業を顕彰します。

再生可能エネルギーの出力変動に対応する系統用蓄電池や水電解装置、配

電事業等で活用できる蓄電池等の分散型エネルギーリソース及びエネルギーマネ

ジメントシステムなどの導入支援に加え、再生可能エネルギー接続の律速となる

系統増強等の対策に資する検討・実証の支援を行います。また、地域に根差し

た再生可能エネルギー事業の拡大のために地域共生に取り組む優良事業の顕

彰を行います。これらを通じ2050年カーボンニュートラルの実現に向け再生可能

エネルギーの導入の加速化等を図ることを目的とします。

成果目標

（１）を通じ、再生可能エネルギー導入に必要な調整力等の供出が可能なリソース

等の導入を支援することで、第6次エネルギー基本計画で設定された令和12年までの

再生可能エネルギー電源構成比率36～38%の達成を目指します。

（２）を通じ、計画策定・実証支援を行った事業者の中から1者以上配電ライセンス

取得等、事業化につなげることを目指します。

（３）を通じ、地域と共生するために優良な取組を実施している再エネ事業を顕彰す

る地域共生型再生可能エネルギー顕彰事業の認知度向上を目指します。

(1),(2)補助(定額)

(3)委託

補助（2/3以内、1/2以内、1/3以内）

国
民間企業等

民間企業等

民間企業等



事業目的

事業概要

億円

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

需要家主導による太陽光発電導入促進補助金
資源エネルギー庁

省エネルギー・新エネルギー部

新エネルギー課

令和５年度予算案額 ( ）125億円105

再エネ利用を希望する需要家が、発電事業者や需要家自ら太陽光発電設備

を設置し、FIT/FIP制度・自己託送によらず、再エネを長期的に利用する契約を

締結する場合等の、太陽光発電設備の導入を支援します。令和５年度から

は、新たに蓄電池併設型の設備導入について支援を拡充します。

【主な事業要件例】

・一定規模以上の新規設置案件※であること

※同一の者が主体の場合、複数地点での案件の合計も可（１地点当たりの設

備規模等についても要件化）

・FIT/FIPを活用しない、自己託送ではないこと

・需要家単独又は需要家と発電事業者と連携※した電源投資であること

　※一定期間（8年）以上の受電契約等の要件を設定。

・廃棄費用の確保や周辺地域への配慮等、 FIT/FIP制度同等以上の事業規

律の確保に必要な取組を行うこと　　等

令和12（2030）年の長期エネルギー需給見通しや野心的な温室効果ガス削

減目標の実現に向け、再エネの拡大・自立化を進めていくことが不可欠であり、ま

た、需要家である企業等もSDGｓ等の観点から、いわゆるRE100をはじめとした

事業活動に再エネの活用を求められる状況にあります。しかし、需要家による太

陽光発電の活用は道半ばであり、現時点で必ずしも自立的な導入拡大が可能

な状況には至っていないことから、需要家主導による新たな太陽光発電の導入モ

デルの実現を通じて、再生可能エネルギーの自立的な導入拡大を促進することを

目的とします。

民間事業者等が太陽光発電設備を導入するための、機器購入等の費用について、

2/3又は1/2を補助する。なお、蓄電池設備の導入については、1/3を補助する。

　※太陽光発電設備に係る補助率・・・自治体連携型：2/3、その他：1/2

成果目標

令和4年度から4年間を目途に継続して実施する事業であり、令和12（2030）年の

長期エネルギー需給見通しの実現を目指します。

①契約・精算

需要家 小売事業者

発電事業者等

①②の契約等

による紐付け

②契約・精算

【対象事業スキームイメージ】

国 民間団体

補助

（定額）

補助

（2/3、1/2、1/3）
民間企業等
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